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信託方式利用権受益権付タイムシェア
利用権受益権売買
モデル契約書
	【注意事項】

本モデル契約書はあくまでも、今後の活用の土台となるもにとどめているため、このまま利用することはできない。利用に際しては、必ず利用する事業者にて内容の確認・修正・追記等を行い、リーガルチェックを受けておく必要がある。
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別紙1 （※ 必要に応じて適宜別紙を追加のこと）
信託方式利用権受益権付タイムシェア
利用権受益権売買モデル契約書
第 1 条 （序文）
○○（以下、「売主」という）と○○（以下、「買主」という）は、○○年○○月○○日（以下、「本契約締結日」という）付けで、○○（以下、「当初委託者」という）と○○（以下、「受託者」という）との間で締結された土地および建物（以下、「信託不動産」）に関する○○年○○月○○日付け「不動産管理信託契約書」（以下、「本件信託契約」という）における各条項を了承し、本件信託契約に基づき売主が有する信託利用権受益権（以下、「本件受益権」という）について、次のとおり売買契約（以下、「本契約」という）を締結する。本件受益権に関しては、別紙で定める内容とする。本契約成立時に売主は別途本件受益権に関する法廷事項を記載した書面を買主に交付する。買主は本人確認法に基づく本人確認手段に協力する。
第 2 条 （本件信託契約との関係）
本契約は、本件信託契約に基づき、別紙で特定される本件受益権についての売買を目的とするものであり、売買される本件受益権の内容、各関係当事者の地位ないし権利義務、その他本件信託契約に関連する一切の事項については、本件信託契約（本件信託契約の一部をなす合意書面が別途存在する場合には、当該合意書面を含む）の定めるところによる。
第 3 条 （売買の目的）
1. 売主は、○○年○○月○○日（以下、「売買実行日」という）において、本件受益権の譲受人としての買主の権利の行使を阻害する第三者の担保権その他の何らの法的負担のないものとして、本契約に定めるところに従い、本件受益権を買主に売渡し、買主は本件信託契約の各条項を承認のうえ、これを買受ける。

2. 売主および買主は、本契約に定める本件受益権の売買を真正かつ有効な売買として行うことを確認する。

3. 買主は、当クラブのメンバーになることを希望し、クラブメンバーシップを取得するために、本契約を締結する。
第 4 条 （売買代金）
本件受益権の売買代金（以下、「本件売買代金」という）は、下記のとおりとする。

売買代金：

消費税等：
第 5 条 （売買代金以外の授受される費用）
売買代金の他に授受される金額として、手付金、公租公課負担、印紙代、ローン諸経費、営繕充当金等の金額があるが、買主はこれらを支払うこととなる。
第 6 条 （売買代金の支払い）
買主は、売買実行日までに、本件売買代金を、売主に対し、下記の口座に送金する方法で支払う。当該送金に係る手数料は買主の負担とする。
（口座情報を記載）
第 7 条 （遅延損害金）

売主又は買主が、本契約に基づく義務（第6条に基づく代金支払義務、第12条に基づく本件受益権移転・引渡義務に限る。）の履行を怠った場合には、当該当事者は、相手方に対し、履行期日の翌日からその履行済みに至るまで、本件売買代金額に対する年○○％の割合による遅延損害金を支払う。
第 8 条 （債務不履行による契約解除）
1. 買主が中間金（中間金のない場合は残代金）の支払いを遅滞しているときは、売主は、30日以上の期間を定めて書面によりその履行を催告し、なお履行がないときは、契約を解除することができる。この場合、売主は、買主がすでに支払った手付金を違約金とみなし返還しない。なお、違約金に関し、現に生じた損害額の多寡を問わず、買主に違約金の増減を請求することができない。

2. 買主より売主に中間金（中間金のない場合は残代金）が支払われた後に、売主又は買主の一方に本契約の不履行があったときは、各々その違反したる相手方に対して、30日以上の期間を定めて書面によりその履行を催告し、なお履行がないときは、本契約を解除することができる。

3. 買主の違約によって本契約が解除されたときは、買主は違約金を支払い、かつ買主の責任と負担において利用していた物件を原状に回復し、すみやかに売主に明け渡し、受益権は取り消され、クラブのメンバーシップと付帯契約はキャンセルされるものとする。

4. 前項の場合、売主は買主に受領済の金員から違約金相当額を控除した残高を無利息にて返還する。ただし違約金相当額が受領済の金員を上回るときは、買主は売主にその差額を支払うものとする。

5. 売主の違約によって本契約が解除されたときは、売主は買主に受領済の金員を無利息にて返還するとともに、違約金を支払うものとする。
第 9 条 （信託期間）
信託期間は、本件信託契約に定めるところに従うものとする。本件受益権は同じ期間だけ存続するものとする。
第 10 条 （エスクローサービス）
売主が開発中の建物に係る本件受益権を買主に売却する場合に、売主が希望した場合には、エスクローサービスを活用することを可能とする。利用する場合には、下記の手順に従うものとする。

1. 売主とエスクロー代理人との間に、エスクロー契約書を締結する。

2. 契約書に含まれるエスクロー指示には、プロジェクトの建設完了時に不動産が当初委託者に譲渡され、当初委託者が受託者に不動産を委託するまでは取引は完了しないものとする要件を含む売買最終手続完了のための手順のほか、買主の資金、手形、その他書類の取扱いに関する指示を明確にしている。本契約書に署名することにより、買主はかかるエスクロー指示を承諾および合意する。

3. 下記の事項が成立するまでは、売主もしくは他の販売代理人の利益のため、本文書に記載もしくはエスクロー合意書の記載に相反する事項にかかわらず、買主の資金、流通証券、または購入資金約定を、売主もしくはいずれかの販売代理人もしくは他社にわたすことはできない。

(1) 買主が本契約書に署名してから8日間が経過した

(2) 買主が重要文書を受け取ってから8日間が経過した

(3) 上述の8日間の期間の最後の日より5日後

(4) 上述のどちらかの8日間以内の日付の消印が押印された解約通知を買主から受領しなかったこと、及びそれ以外にも前述のどちらかの8日間の間に買主から解約通知を受領しなかった旨の宣誓供述書を、売主がエスクロー代理人に送達する。

4. 本受益権売買最終手続が完了することなく、買主の資金、流通証券、及び購入資金約定がエスクローから解放されるのは、以下の場合のみである

(1) 買主又は売主が有効な解約通知を出す場合、解約通知の受領から15日営業日以内に全て買主に返還される。

(2) 買主又は売主が購入合意書の条項に従って合意書を適切に取り消す場合、又は予約合意書を取り消す場合は全て引き渡される。

(3) 買主が購入合意書に基づく購入者の義務を履行しなかった場合、全て引き渡される。
第 11 条 （手付金の保全措置）
売主は、売買代金のうち、売主が、売買等契約締結時より引渡時までに受領した金員（以下、「手付金」という）を保全することとする。保全方式は、保証委託契約の締結によってである。（宅地建物取引業法第41条、第41条の2）
第 12 条 （信託受益権移転）
1. 本件受益権は、クラブ入会審査による許容を条件として、買主が本件売買代金の全額を売主に支払った時に売主から買主へ移転する。

2. 前項に従った本件売買代金の支払いと引き換えに、売買実行日において、本件受益権ならびに本件信託契約上の委託者および受益者としての地位（かかる地位に基づき発生しまたは発生するいっさいの権利義務を含む。ただし、本件信託契約において本件受益権の譲受人または承継人が承継または引き受けしないことが明らかである債務、および、本件信託契約上の不履行の売主の受益者または委託者としての債務（もしあれば）を除く）は売主より買主に移転する。

3. 売主は、本件売買代金全額の受領と引き換えに、以下の書類等を買主に引き渡す。
(1) 本件売買に関する受託者からの異議なき承諾書

(2) 本件信託契約の契約書の原本

4. 売主は、遅くとも本件売買代金全額を受領するのと同時に、本件受益権に設定された一切の既存の担保を解除または消滅させる。当該解除または消滅に関して必要な諸費用は売主の負担とする。
第 13 条 （危険負担）
1. 本件受益権の危険負担（天災地変その他売主または買主の何れの責めにも帰すことのできない事由により信託不動産または本件受益権の価値の消滅、毀損もしくは減耗等が生じた場合の負担の区分をいう）は、本件受益権の移転の時点で、売主から買主に移転する。

2. 受益権をもつ対象である信託不動産の全部又は一部が、本件受益権買主の取得以前に天災地変その他当事者の責に帰すことのできない事由により滅失又は毀損して本契約の履行が不可能となったときは、互いに書面により通知して、本契約を解除することができる。本契約が解除されたとき、売主は、買主に対し、受領済みの金員を無利息にて○○日以内に返還するものとする。

3. 毀損の場合は、売主は自己の負担においてこれを当初の設計どおり修復して、修復に要する期間だけ本件受益権の存続期間が延期されることについて、買主は売主に異議を申し立てないものとする。

4. 前項の毀損の程度が甚大で修復に多額の費用を要する場合は、前号規定に拘らず売主は本契約を解除して、買主に対し受領済みの金員を無利息にて○○日以内に返還する。
第 14 条 （信託不動産に関する費用の区分）
1. 信託不動産に対して課される管理費、水道光熱費、各種負担金および信託不動産に係る修繕・保全工事に要する費用等（以下、「費用等」という）は、本件受益権移転の日をもって区分し、前日までに生じた部分（工事については前日までに受託者に対して発注指図が行われた分）は売主の負担、当日以降に生じる部分は買主の負担として、清算する。本件受益権移転の日に金額が確定しないものについては、確定し次第速やかに清算する。信託不動産に関する各種保険は、本件受益権移転の当日以降においては、買主の責任と費用において付保する。

2. 買主は、前項で挙げられる費用をすべて、当初委託者（売主）を通して支払うものとする。
第 15 条 （事実の表明および保証）
1. 買主は、本契約締結日において、以下のとおり、売主に対して事実を表明および保証する。

(1) ・・・

2. 売主は、本契約締結日において、以下のとおり、買主に対して事実を表明および保証する。

(1) ・・・

3. 本件受益権は、本件信託契約により生ずるすべての受益権であり、元本の償還又は交付は一切行われていない。
4. 本件受益権は売主のみに帰属し、売主はその完全な処分権限を有している。

（※ 必要に応じて条項を追加のこと。）
第 16 条 （クーリングオフ期間）
1. 買主は、申込撤回または契約解除できる旨の告知を受けた日より8日間以内に、書面による申込撤回または契約の解除ができる。解約通知は、契約書記載の相手方の住所に郵送、もしくは届けられた時点で有効となる。売主は、申込みの撤回又は売買等契約の解除に伴う損害賠償または違約金の支払いを請求しない。手付金その他の金銭が支払われている場合には、売主は滞納なくその金額を返還するものとする。

2. 必要な情報開示が事業会社によって行われなかった場合には、クーリングオフ期間の延長が認められる。
第 17 条 （相互解除条項）
売主又は買主はその相手方が本契約の履行に着手するまでは、買主は標記手付金を放棄し、売主は標記手付金を買主に返還しかつ標記手付金と同額の金員を買主に提供することにより、各々本契約を解除することができるものとする。
第 18 条 （契約解除に関する事項）
1. 一方当事者による本契約における表明保証が事実と異なる場合、他方当事者は当該表明保証を理由として本契約を解除することができる。当該解除は表明保証違反者に対する他方当事者の損害賠償を妨げない。

2. 売主はクラブ入会資格審査に基づき、本売買契約締結にかかわらず買主による受益権売買を拒否することができる。なお、資格審査の内容にについて売主はこれを買主に対して開示する義務はなく、また買主は異議を申し立てないこととする。この場合、契約は遡及的に解除されたものとし、売主は買主から受領した金員についてリスクを付することなく直ちに返還するものとする。
第 19 条 （付帯契約等）
1. 買主は本契約と同時に○○クラブ入会契約、管理規約、施設相互利用契約書等を別途締結するものとする。

2. 前項の入会契約が締結できないことが明確になった場合本契約はその効力を失い、売主は買主より既に受領済の金員を無利息にて買主に返還するものとする。

3. 本契約の履行にとって付帯契約の締結と遵守は不可欠であり、付帯契約に違反があった場合には、売主は本受益権販売契約の解除を行うとともに違約金を買主に請求することができる。
第 20 条 （重要文書）
1. 買主は本契約を締結する前に、以下の文書の写しを受け取る。

(1) 本件受益権売買契約書の完全な写し

(2) 不動産管理信託契約書の完全な写し

(3) 約款・条件と成約・権利義務設定文書

(4) 協会の基本定款および規則規程、クラブ予約規則

(5) クラブ・メンバーガイド

(6) 内容開示文書
（※ 以上は一例であり、会社により異なる）

2. これらはすべて、買主の権利と義務を説明する重要な文書である。本契約締結前、または8日間のクーリングオフ期間が終了する前に、買主はこれらの文書を慎重に確認することとする。
第 21 条 （文書への変更）
1. 当初委託者は、準拠書類を変更する一定の権利を保持し続けるが、変更がなされた場合には、都度クラブ会員に通知する義務がある。

2. 買主からなる理事会は、変更事項に対して意見することが可能であり、○/○の書面による支持により決定を変更することができることとする。
第 22 条 （ローン提供）
1. 買主は本件受益権の売買代金の一部支払いに充てる為、売主の提携ローン制度（以下ローン）により、売主の指定する提携金融機関から標記借入金を借受ける場合には、本契約締結後遅滞なくその提携金融機関との間に金銭消費貸借契約を締結し、かつこれに付帯して保証会社との間に保証委託等契約を締結するものとする。

2. 買主は前項所定の借入金を借受けるために必要な一切の書類を、保証会社の指定する日までに保証会社、または保証会社の指定する者に提出しなければならないものとする。

3. 買主の責に帰すことのできない事由により、第１項所定の金銭消費貸借契約が成立しないとき、又は売主が買主に代わって第１項の借入金を受領できないときは、本契約は当然その効力を失うものとし、売主は買主から既に受領した金員を無利息にて買主に返還するものとする。但し、当該ローンの申込手続に要した金員については返還しないものとする。

4. 買主は、ローンの借入申込みが不承認となったときであっても、売主等の承諾を得てローン以外の資金で購入する場合は、本契約は解除されることなく継続されるものとする。
第 23 条 （通知義務）
買主は住所、氏名もしくは名称を変更したとき、一身上に変動を生じた時、あるいは本契約に重大な影響を及ぼす事実が発生したときはすみやかにその旨を書面をもって売主に通知するものとし、買主がこれを怠った為に売主が被る一切の損害は買主が負担するものとする。
第 24 条 （印紙代の負担）

本契約書に貼付する印紙の代金は、売主買主がそれぞれ保有する契約書分につき、これを負担する。
第 25 条 （引渡し時の無保証について）
売主は買主が売買代金並びに売買代金以外に授受されるべき金員の全額の支払を完了した後、買主はクラブ会員として登録され、信託物件を利用することが可能となる。
第 26 条 （瑕疵担保責任）
瑕疵担保責任については、本件信託契約に定めるところに従うものとする。
第 27 条 （管理・運営）
管理・運営に関しては、本件信託契約に定めるところに従うものとする。
第 28 条 （管理・運営会社の後任指名）
管理・運営会社の後任指名に関しては、本件信託契約に定めるところに従うものとする。
第 29 条 （営繕充当金・積立金）

営繕充当金・積立金に関しては、本件信託契約に定めるところに従うものとする。
第 30 条 （受益者集会）
本件受益権取得と同時に、買主は信託財産の管理処分に関して本件信託契約に従って本件受益権の持分割合に応じた理事会における議決権を取得する。買主から構成される当該理事会は当初委託者又は受託者に信託財産の管理処分に関して持分割合に応じた多数決でその意思表示ができる。また「重大事項」が生じた場合には、その○分の○の持分所有者の決定を理事会の受託者に対する拘束力ある意思表示として決議を行うことができる。「重大事項」とは、プールや食堂などの付帯施設（ある場合）の除去、長期間に及ぶ大規模修繕、信託財産の第三者への売却、PMの変更、本受益権の利用期間・場所の変更・消滅（会員規約違反に伴い売主もしくは受託者が受益権買取オプションを行使する場合を除く）、会員規約の重大な変更、その他買主の取得した本件受益権の本質的改変等に係る事項を意味する。なお、「重大事項」に対して理事会として賛同するにもかかわらずこれに反対する少数の利用受益者は、委託者に対して自己保有の利用受益権の買取を申し入れることができる。
第 31 条 （施設の運用）
1. 当初委託者は、本施設の効率的運用を図るため、会員の利用権に支障のない範囲で、本施設の客室および本施設並びに相互利用施設の会員以外の第三者に利用させることができるものとする

2. 当初委託者は、クラブ対象客室外の客室および所有するレストランをもって、ホテル業、レストラン業（婚礼・宴会を含む）、を一般営業することができるものとする。
3. 当初委託者は、本施設のフロント、大浴場、リラクゼーションスパ、駐車場、庭園等およびそれらの付帯施設を売主が認めた第三者に利用させることができるものとする。
4. 当初委託者は、本クラブの対照客室数を、在籍会員口数を基準に1室○○口を満たす客室数とし、他の客室を、受託者の責任において別途運用することができるものとする。
第 32 条 （第三者不法行為責任）
買主の利用に過失がない限り、信託物件の通常の利用によって第三者に生じた損害について買主は免責される。受託者は信託財産およびその利用について火災保険、傷害保険その他必要な保険を付すこととする。
第 33 条 （賃貸する場合）
買主は売主に対し、当該会員の同伴者又は当該会員の承認した利用者が、施設を利用した際に負担した債務を連帯保証し、当該利用者と連帯してこれを支払う。利用方法については、規約に定めたとおりとする。
第 34 条 （信託契約の終了方法）
1. 所定の信託期間の終了後、受託者は将来所有権受益権者である当初委託者（譲渡があった場合には当該譲受人）に対して、信託不動産の所有権を返還することにより受託者の地位から解放される。

2. 前項に従い当初委託者は信託に付されていた不動産を第三者に対し売却その他の処分を行うことができる。

3. 第１項による信託終了をもって信託財産利用の目的は達成されたものとし、利用受益権は消滅する。買主は当初委託者・受託者に対して利用受益権の買取り、信託不動産自体もしくはその換価処分金に対してなんらの権利を主張することはできない。

4. 信託物件について老朽化あるいは天災により施設が利用不能になる等信託の目的を実現できなくなった場合、受託者は信託を終了させることができる。
第 35 条 （権利の譲渡）

1. 買主は本件受益権売買代金全額を売主に支払うまでは、本契約に基づく買主の権利義務を第三者に譲渡してはならないものとする。
2. 本契約上の買主の権利は、権利の譲受人が規約にしたがいメンバーとして当該権利を取得する限り、本契約上の権利は全て当該譲受人に移転するものとする。これ以外の方法による本契約上の権利の譲渡又は移転は認められない。
3. 買主は、本件受益権を他へ譲渡する場合には、事前に受託者の書面による承諾を得るとともに譲受人に対し覚書及びクラブ規約に基づく買主の地位を譲受人に承継させなければならない。なお会員資格と同様の資格制限を設けることとする。
第 36 条 （相続）

1. 会員たる個人が死亡したときは、相続人は、当初委託者の承認を経て、原則として、その協議等により選定した相続人1名に対し、本件受益権を承継させることができる。

2. 前項に基づき本件受益権を承継する相続人は必要書類を添え、書面をもって受託者に通知し、当初委託者に所定の名義書換料を支払うものとする。
第 37 条 （買取保証）
1. 買主は売主に対し本件受益権の買取を請求することができるものとする。

2. 売主は買主より本物件の買取請求があった場合、規定の方法で算出された金額にて買取を行うものとする。

3. 売主は、前項に定める買取金額を、天災地変その他売主の責めに帰すことができない事由により本件建物の価値が大きく変動した場合、変更することができるものとする。
第 38 条 （買取）
1. 本件受益権売買完了後に、下記各号に定める事項の一つに該当した場合、売主は買主より前条第2項に定めた買取金額にて本件受益権を買取ることができるものとする。

(1) 買主がクラブ規約・管理覚書等に重大な違反を行い、売主もしくは管理会社の改善勧告に応じない場合

(2) 買主が除名された場合

(3) 買主がローンの返済を滞納し売主の催告に応じない場合

2. 前項の場合、それらに要する一切の費用は買主の負担とするものとする。
第 39 条 （除名）

1. 売主は、買主に対し規約に規定されている除名事由がある場合には、予めその事由について弁明を聴したうえ、除名、退会勧告の処分をすることができる。

2. 前項の場合には、売主は会員資格保証金相当額を違約金として買主に請求することができる。
第 40 条 （守秘義務）

売主および買主は、適用法令もしくは行政官庁の要請により必要とされる場合、または、買主による資金調達に関して必要とされる場合を除き、本契約の内容および本契約に関連して知り得た相手方当事者その他関係者に関する情報及び本件受益権に関する情報を第三者に開示しないものとする。但し、買主はその借入先に対してかかる情報を開示することができる。

第 41 条 （準拠法）

本契約は、日本法に準拠するものとし、これに従って解釈される。

第 42 条 （管轄裁判所の合意）

本契約の各当事者は、本契約に関連しもしくはこれに起因する一切の紛争について、東京地方裁判所を専属的な第一審の管轄裁判所とすることに合意する。
第 43 条 （倒産不申立、責任財産限定）
1. 売主は、買主またはその財産について、破産、解散、民事再生、会社更生その他同様のいかなる法的手続きを、自らまたは間接的に申し立てず、かつ、第三者による申立てに参加せず、同意等を与えない。売主は、本契約に基づく売主の買主に対する債権は、買主の財産のみを引当とすることに同意する。

2. 買主は、売主またはその財産について、破産、解散、民事再生、会社更生その他同様のいかなる法的手続きを、自らまたは間接的に申し立てず、かつ、第三者による申立てに参加せず、同志等を与えない。買主は、本契約に基づく買主の売主に対する債権は、売主の財産のみを引当とすることに同意する。
第 44 条 （協議条項）
本契約に定めのない事項または本契約の解釈に疑義が生じた場合については、本契約の趣旨に従い、当事者間で誠実に協議のうえこれを解決するよう努める。
第 45 条 （広告宣伝における免責事項）
買主は、広告、マーケティングまたはその他の資料に表示されているものと異なる資材、備品、家具、電気器具および据付器具を代用する権利を留保する。
第 46 条 （代理権の範囲）
○○株式会社が（親会社）の代理人として具備する代理権の範囲は次の通りとし、買主はこれを承諾するものとする。

(1) 受益権売買契約及びこれに付帯する契約締結業務

(2) 受益権売買代金等の金銭受領及び精算業務　等
第 47 条 （特約のないことの確認）
本契約については、買主、売主双方、以上の事項以外なんら特約のないことを確認する。

第 48 条 （完全合意）
本契約文書には、買主と売主との間の完全合意が記載されている。契約文書に記載のない事柄は、任意の当事者が口頭で述べたとしても、当合意の一部ではない。
＜条文以上＞
本契約を証するため正本2通を作成し、買主および売主が各１通を保有する。
○○年○○月○○日

（買主）

　　　　　　　　　　　　　　

（売主）
　　　　　　
（別紙1）

○○○○○○○○○○
（※ 必要に応じて適宜追加のこと）
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